

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表４－４　財政力指数（独立変数）と普通建設事業費／標準財政規模（従属変数）の回帰分析（2015年度決算）ᬑ㏻ᘓタ஦ᴗ㸦඲య㸧ᅇᖐ⤫ィ )್ (㔜Ỵᐃ5 ⿵ṇ5 ほ ᩘ ಀᩘ ᶆ‽ㄗᕪ W 3್ษ∦    (㈈ᨻຊᣦᩘ    (ᬑ㏻ᘓタ஦ᴗ㸦⿵ຓ㸧ᅇᖐ⤫ィ )್ (㔜Ỵᐃ5 ⿵ṇ5 ほ ᩘ ಀᩘ ᶆ‽ㄗᕪ W 3್ษ∦    (㈈ᨻຊᣦᩘ    (ᬑ㏻ᘓタ஦ᴗ㸦༢⊂㸧ᅇᖐ⤫ィ )್ 㔜Ỵᐃ5 ⿵ṇ5 ほ ᩘ ಀᩘ ᶆ‽ㄗᕪ W 3್ษ∦    (㈈ᨻຊᣦᩘ    
㸦ὀ㸧ᮾி㒔ࠊἈ⦖┴ཬࡧᮾ᪥ᮏ኱㟈⅏ࡢ⿕⅏┴㸦ᒾᡭ┴ࠊᐑᇛ┴ࠊ⚟ᓥ┴㸧ࢆ㝖ࡃᅋయࠋ
㸦ὀ㸧ᮾி㒔ࠊἈ⦖┴ཬࡧᮾ᪥ᮏ኱㟈⅏ࡢ⿕⅏┴㸦ᒾᡭ┴ࠊᐑᇛ┴ࠊ⚟ᓥ┴㸧ࢆ㝖ࡃᅋయࠋ
　　　　　　　　   　　　（注） 東京都、沖縄県及び東日本大震災の被災３県（岩手県、宮城県、福島県）を除く42団体。
　　　　　　　　   　　　出典：2015年度決算統計を元に筆者作成。
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表４－５ 　財政力指数（独立変数）と普通建設事業費／標準財政規模及び総合計画議決条例ダミ （ー従属変数）










































































































































































15　「平成23(行ウ)33  議決取消請求事件 裁判年月日 平成
24年１月19日 名古屋地方裁判所」の判決を参考に筆者
において分類。
16　「政策決定過程において特定のアクターが拒否権を行
使できる段階」（秋吉・伊藤・北山（2013：173））
17　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであ
ろう経常的一般財源の規模を示すもので，標準税収入額
等に普通交付税を加算した額。
71都道府県における議決事件の追加に関する研究
　　なお，地方財政法施行令附則第10条第１項及び第２
項の規定により，臨時財政対策債の発行可能額について
も含まれる。
18　必然的に普通会計を対象とした分析になり，公営企
業会計は分析対象外となる。
19　標準財政規模を分母とし分析を行う手法の考え方は，
伊藤（2017：12）を参照。
20　分析ソフトはExcel2013。以下，本論文において分析
に用いたソフトは全て同じであり，本論文中の表等の表
記もExcel2013の例によっている。
21　河村（2015：74）を参考とした筆者による分析。
22　例えば，小林・中谷・金（2008：31_33）における知
事へのアンケート調査結果では，「自民党及び保守系政治
団体」も「革新政党及び革新政党政治団体」も自治体の
支出に対して増額を求めていると多くの知事は受け止め
ている。
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